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平成２９年 第４回 糸島市議会定例会 一般質問概要 

日程 順 議員名 件  名 

１２月１２日 

（火） 

１ 藤井 芳広 

第２次長期総合計画の策定における市民参加のあり方について 

再生可能エネルギーの活用を推進するための取り組みについて 

安定ヨウ素剤の配布のあり方について 

２ 栁 明夫 

糸島市民の所得格差について 

国保が県と市の共同事業となることによる国保税への影響と、国保税の負担軽減について 

市内の産業連関の分析と中小企業振興条例制定について 

３ 伊藤 千代子 

公共事業の発注について 

財産の無償貸付、無償譲渡に係る不適切な公文書作成について 

自然と住環境を守る都市計画について 

手話言語法制定と政策について 

原発の再稼働について 

４ 那須 英仁 国民保護法に基づく地方行政の役割と避難訓練について 

１２月１３日 

（水） 

１ 高橋 徹郎 
小中学校の校舎の大規模改造事業について 

企業誘致について 

２ 松月 よし子 
県立特別支援学校の誘致について 

成年後見制度の利用の促進について 

３ 岡村 一伸 職員の市民に対する対応について 
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日程 順 議員名 件  名 要  旨 

１２月１２日 

（火） 

１ 藤井 芳広 

第２次長期総合計画の策

定における市民参加のあ

り方について 

（１）第２次長期総合計画の時代背景・社会背景について 

（２）第２次長期総合計画の策定への市民参加についての考え。 

（３）第２次長期総合計画の策定における市民参加の方法について 

再生可能エネルギーの活

用を推進するための取り

組みについて 

（１）再生可能エネルギーの活用に関する現在の取り組みについて 

（２）自治体の電力供給事業について 

（３）再生可能エネルギーの活用に関する今後の取り組みについて 

安定ヨウ素剤の配布のあ

り方について 

（１）先日行われた事前配布説明会について 

（２）事前配布対象者を限定した理由について 

（３）事故時の配布の妥当性について 

２ 栁 明夫 

糸島市民の所得格差につ

いて 

（１）「課税標準額段階別所得割額等に関する調」からみる市内の格差、全国・県と糸島市と

の格差の状況。 

（２）糸島市が全国・県平均より低所得の割合が高い要因について 

国保が県と市の共同事業

となることによる国保税

への影響と、国保税の負

担軽減について 

（１）国保加入世帯の状況～職業、平均所得、所得階級別の世帯数・調定額・収納率について 

（２）高い負担となっている要因、負担が重すぎるという声を市はどう考えているか。 

（３）県が国保の財政運営責任主体となることで、国保税はどうなるか。 

（４）平成３０年度以降、市の国保税は上がるのか、下がるのか。 

（５）法定外繰り入れ金は継続すべきではないか。 

（６）国保税の引き下げ、負担軽減措置の拡充を。 

（７）制度改善に向けた国、県への要請について 

市内の産業連関の分析と

中小企業振興条例制定に

ついて 

（１）市による、ＲＥＳＡＳを活用した市内経済分析の概要について 

（２）内発的な地域経済の発展と中小企業の役割について 

（３）小規模企業振興基本法と中小企業振興条例について 

（４）基本計画と条例の違い～条例として定める意義について 
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１２月１２日 

（火） 

３ 伊藤千代子 

公共事業の発注について 

（１）平成グループの平成２２年度決算における発注額について 

（２）（株）環境技研と（株）糸島環境開発と（株）二丈環境整備センターが共同経営してい

る事業名と平成２８年度の発注額について 

財産の無償貸付、無償譲

渡に係る不適切な公文書

作成について 

（１）二丈の林間施設（樋ノ口ハイランドと森林）の無償貸付について 

（２）（株）パシフィックネットワークに市が１０年間、無償で貸している財産の状況、及び

業者選定の公文書について 

（３）神在保育所、井原保育所、雷山保育所の移管先決定と保育所財産無償譲渡における不

適切な公文書の存在と、子どもや保護者に信頼される保育所運営について 

自然と住環境を守る都市

計画について 

（１）前原東土地区画整理事業、新駅建設、それに伴う桂田踏切廃止、中央ルート建設につ

いて 

（２）市のマスタープランや実施計画で決定された後、中止になった公共事業について 

手話言語法制定と政策に

ついて 
（１）手話言語法制定後の政策と、今後の計画について 

原発の再稼働について （１）放射能汚染から市民のいのちと自然環境を守る市の責任について 

４ 那須 英仁 

国民保護法に基づく地方

行政の役割と避難訓練に

ついて 

（１）有事の際のため事前準備として、しておかねばならないこととはなにか。 

（２）有事の際、行政はどのような対応を取るのか。 

（３）どのような被害を想定し、どんな避難訓練が必要となるのか。 

（４）いつ訓練を行うのか。 

１２月１３日 

（水） 
１ 高橋 徹郎 

小中学校の校舎の大規模

改造事業について 

（１）実施計画に載っている計画の内容について 

（２）学校施設のコンクリートの劣化調査について 

（３）Ｈ２９年３月議会において学校施設の工事を実施計画の中にあげて進めていくと答え

ているが、その進捗状況について 

（４）学校施設のトイレの洋式化の割合と今後の計画について 

（５）それらの財源について 

企業誘致について 

（１）糸島市が現在行なっている企業誘致のための促進策について 

（２）ＩＴ企業（特にソフトウェア開発）向けに行なっていることについて 

（３）海外のＩＴ企業誘致に向けた取り組みについて 
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１２月１３日 

（水） 

２ 松月よし子 

県立特別支援学校の誘致

について 

（１）県立特別支援学校整備方針について 

（２）県立特別支援学校の必要性とその効果について 

（３）本市の教育環境への影響と効果について 

（４）県立であることのメリットについて 

（５）県立特別支援学校誘致の市の考えについて 

成年後見制度の利用の促

進について 

（１）成年後見制度の利用の促進に関する法律施行についての市の認識について 

（２）糸島市地域福祉計画にある権利擁護の推進について 

（３）成年後見制度利用の相談窓口について 

（４）市民後見人の育成・活用について 

（５）成年後見制度促進計画（国）について、市の基本的な計画の検討について 

３ 岡村 一伸 
職員の市民に対する対応

について 

（１）「大入地区ほ場整備事業」における縦割り行政の弊害について 

（２）今後の市民への対応を向上させる方法について 

 


